
 地球環境問題を契機として、われわれの社
会の｢持続可能性｣ が問われるようになった。
 ｢持続可能な社会｣ という言葉を初めて使っ
たのは、ワールドウォッチ研究所のレス
ター･ブラウンで、1981年のことである。持
続可能（サスティナブル）とは、将来にわ
たって破綻をきたすようなストレスが蓄積さ
れないという意味である。「この地球の環境
は未来の子どもたちからの借り物だ」とい
うのが、彼の主張であった。地球の大気に含
まれる二酸化炭素量が急激に増加し始めてい
ることが観測され、発表された時期である。
このままでは地球の熱収支のバランスが崩
れ、地球の温暖化が避けられないこと、それ
によってすべての生物の生存基盤となってき
た生態系に変化が生じ、ひいては人間を含む
生物の生存を揺るがせるかも知れないと危ぶ
まれるようになったのだ。
 地球は、一つの生命体と考えられるほど多
様な生物の精妙な相互依存関係の上に成立し
ている。そのことが改めて認識され、生物と
環境の関係学である生態学（エコロジー）が
注目されるようになり、エコロジーのキー
ワードである「エネルギーと物質の流れ」
が、地球環境問題を解く鍵と考えられるよう
になった。快適さと便利さとを求める手段と
してエネルギーと資源を利用することは、人
間の歴史とともにあって、「文明」の基本原
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則であるようにもみえる。とりわけ近代とい
う時代は、エネルギーと資源の大量消費の上
に築かれてきたといっても過言ではないが、
それが社会の「持続可能性」を危うくしてい
ると考えられるようになったのだ。もちろ
ん、建築や都市も例外ではない。
 ビルや住宅を使用し維持するために使われ
ているいわゆる民生用のエネルギー消費は、
全体の４分の１を占め、その建設にかかるエ
ネルギーも含めると、建設関連分野から放出
される二酸化炭素は全体の４割に近いとされ
る。環境負荷を減らすためにエネルギーの消
費を抑制し、物質の循環システムを再構築す
ることが、この分野においても緊急の課題
なのである。上記の課題を解決することを目
指して、建築研究所では平成３年度から７年
度までプロジェクトを実施した。そこでは、
個別の建物の問題と、都市市街地規模での問
題とをあわせて検討した。
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図２ 総合技術開発プロジェクト
     ｢省資源・省エネルギー型国土建設技術の開発｣
     (平成３～７年度)

図１建設に関連する二酸化炭素排出量が全体に占める比率
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Epistula
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建物のライフサイクルを
通じての環境負荷を
分析する
まず個別の建物について、ライフサイク
ルの視点から全環境負荷発生量（１次エ
ネルギー消費量または二酸化炭素発生量）
を予測する手法をつくった。ある建物の
寿命がＮ年であるとき、その寿命Ｎ年に
わたって使われる資源とエネルギーを、
建設時の材料生産･施工工事に関わる環境
負荷から、建物使用時のもの、一定期間ご
とに繰り返される改修工事に関わるもの、
寿命が尽きた時点での解体･廃棄に関する
ものまで、すべて考慮しようというもの
である（図３）。これは一般的なパーソナ
ルコンピュータで用いることができ、そ
れぞれ画面で簡便に計算が行える（図
４）。ただし実行するには、建築物の設計
図書類に基づいて、建設時の材料の拾い
出し、断熱仕様、設備の内容など、計算条
件として入力する必要のある項目をあら
かじめデータベースとして用意しておく
必要がある。さてそのデータベースであ
るが、建築材料･部材の製造は一次加工
（素材から建築材料の製造まで）と二次加
工（建築材料から建築部材＝二次部材の

製造まで）の２つの工程に大きく分けら
れる。今回は、一次加工に係るエネルギー
消費量と炭素放出量原単位（二酸化炭素
消費量を炭素量で換算）を産業連関分析
により求め、二次加工に係るエネルギー
消費量と炭素放出量原単位をアンケート
調査により求めた。つまり、（二次部材の
製造原単位）＝Σ（原材料ｉＸ原単位ｉ）
＋Σ（エネルギー形態ｊＸ原単位ｊ）とな
る。
 二次部材に関するアンケート調査は、各
種部材を製造しているメーカーの60団体
（協会、工業会など）に依頼して行った。対
象は86製品で、ものによっては複数種類
を調べた。
 調査内容は、原単位算定に必要な４項
目、すなわち、建築部材を製造するのに必
要な原材料名およびその量、建築部材を
製造するのに必要なエネルギー形態およ
びその量、建築部材を製造する際に使用
しているリサイクル材の品名とその量、
建築部材の耐用年数とした。
 開発された手法が妥当かどうか検討する
ため、実際の建物を対象に建築部材の製
造から解体廃棄までの過程で消費される
エネルギー量と放出される二酸化炭素量
を算出した。

 ケーススタディでは、建物の形態、構造、
使用部材の種類（リサイクル材の使用の
有無）、施工形態、建物寿命、使用条件な
どを変化させて分析を行い、各因子がそ
れぞれどの程度影響するかを調べた。な
お、必要な入力データは、対象建物の積算
書記載事項をもとに作成した。
 ケーススタディは、ＳＲＣ造集合住宅、
ＳＲＣ造事務所ビル、木造戸建住宅、Ｓ造
戸建住宅、ＲＣ造戸建住宅の５つである。
集合住宅と事務所ビルは実在する典型的
な建物であり、戸建住宅は同一平面を想
定して設計･見積もりを行った。ここでは
かりに寿命を25年として算出した。これ
によれば、同一床面積の住宅であっても、
構造によって建設に起因する環境負荷が
異なるため、たとえばＲＣ造戸建住宅の
ライフサイクルエネルギーは、木造およ
びＳ造の1.5倍となっている。建物用途間
で比較すると、ＳＲＣ造の事務所建物は、
集合住宅に比べて部材製造に係るエネル
ギー消費量が約２倍、建物使用時のそれ
は約３倍になっている。
建設に際して必要なエネルギー消費量お
よび二酸化炭素発生量が大きい建物ほど、
寿命を延ばすことがライフサイクルでの
環境負荷の削減に結びつく。

都市スケールの環境
負荷低減のための
手法
 都市規模になると、個別の建物の問題だ
けでなくそれらが集積した影響が現れて
くる。それは昔から都市気候あるいは
ヒートアイランド現象として知られていた
が、今回はそれを解析的に検討し、全体と
して評価する手法を開発した。それによ
り、さまざまな開発計画を評価でき、都市
計画に当たって有用な情報を提供できる。
 ここで提案する手法は具体的には以下の
ようになっている。基本計画データとし
て、開発域の建物用途、土地利用構成など
を10mメッシュで用意し、それを計算用の
パラメータに変換する。計算によってそ
れぞれの微気象要素の３次元時系列デー
タを得、それらを集計することで都市気
候影響を評価する。図６は、市街地再開発
による微気候への影響の解析例を示した
ものである。低層住宅地の中高層化･高密
化を計画の方針とすると、ヒートアイラ
ンドの主因である人工廃熱が増加してし
まうことがわかる。分析地域の延べ床面
積は現状では26万㎡、計画では33万㎡と
なり、人工廃熱の強度は分析域全体で約
30%増加する。
 一方、地上付近の気温は、開発域に沿っ
て１℃程度周辺よりも低温となる領域が
形成されている。計画で街路緑化を中心
に分析域全体で17%の緑被率を設定し、建
物緑化も部分的に導入したことが、地域
の微気候への影響の緩和に有効に働いた
と考えられる。個々の建物で環境負荷低
減を図るのはもちろんのこと、今後は市
街地環境への影響を考慮した開発計画も
重要であり、市街地微気候予測手法はそ
の一助になると期待される。

省資源･省エネルギー型
市街地形成のための
ガイドライン
 環境負荷の低減に配慮した市街地を形成
するのに適用できる基本的な考え方を、
ガイドラインとして整備した。これは、こ
れまでの知見および今回の研究における
具体的なシミュレーション結果などを踏
まえて選定したものである。市街地の基
本計画策定に関しては、面的整備、通勤お
よび業務交通でのエネルギー消費抑制、
市街地整備での高層化といった視点から
13項目、一方、市街地の整備計画策定に
関しては、地域冷暖房システムの導入、

コ･ジェネレーションシステム導入、未
利用エネルギー活用、緑地整備、市街地
における建設行為といった視点からの18
項目が含まれている。さらに、既成市街
地のエコロジカルな現況を的確に把握す
るための診断手法（エコカルテ）を提案
している。

今後の課題と戦略
 環境への影響が大きいと指摘されてい
る都市と建築の分野で、どのように環境
負荷を低減することができるか？ さまざ
まな立場に基づいて多様な対策が考えら
れるが、戦略的に進めるためには、個々
の対策が全体的に見てどのような位置づ
けを持ち、どの程度の効果を持つのか、
あらかじめ知っておく必要がある。そこ
では対策の有効性を定量的に評価する手
段が不可欠であり、その基盤として環境
負荷発生の機構を明らかにしておかなけ
ればならない。
 建築および都市規模でのふたつの計画
手法は、このような認識のもとに開発さ
れたものであるが、実用とするためには
なお解決しなければならない課題も少な
くない。なかでも、データベースの整備

と維持･更新は大きな課題である。手法
が進化するほど、必要とされるデータ
ベースの種類が増え、データの精度の良
さが求められるという場合もある。しか
しながら、一方では情報システムの常と
して、このような計画手法が一般に使わ
れるようになれば、データベースの整備
も急速に進むという見通しもある。ま
た、プログラムの改善も、手法の普及に
あわせて加速度的に促進されるかも知れ
ない。
 これまで蓄積された経験と知見から、
環境負荷を減らすための基本的原則はよ
く知られるようになった。しかし、現実
には基本原則のいくつかが相互に矛盾す
る場合が少なくない。想定される多様な
選択肢のなかから、どのような計画案･
設計案を採用すべきか？ こうした場合に
は、今回開発した計画手法を駆使して、
より具体的な検討を行うのが有効である。
 地球環境の時代であればこそ、それぞ
れの地域の自然環境特性、固有の計画条
件に対応する、きめ細かな代替案が求め
られる。この計画手法は、そのような代
替案を評価し支援する道具なのである。

図３ライフサイクルエネルギーの計算フロー

図5 建物形態別のエネルギー消費量と炭素放出量

図４ライフサイクルの環境負荷発生量予測プログラムの画
面表示例

メインメニュー画面 部材の設定画面 図６市街地再開発と微気候影響

左図は計画の対象とした既成市街地
(面積70ｈａ、人工密度228人／ｈａ) であ
り、緑の部分が開発域を示す。
市街地微気候の解析は左図の四角で囲んだ
500ｍ四方の領域で実施した。

○市街地のエコロジカル開発



平成９年度春季研究発表会の平成９年度春季研究発表会の平成９年度春季研究発表会の平成９年度春季研究発表会の平成９年度春季研究発表会の
開催について開催について開催について開催について開催について
　建設省建築研究所では、平成９年度春季研究発表会を、５月19日(月) ～23日(金) の週に予定しております。今年度は、外部
の講評者の方を招いて研究の内容、方向性等についてご意見、ご感想を戴くなど例年にない活発な研究発表会を企画しております。
開催場所は、筑波研究学園都市・建築研究所内。入場無料。聴講歓迎。
お問い合わせは、企画調査課情報管理係まで。

出版のご案内出版のご案内出版のご案内出版のご案内出版のご案内（（（（（近近近近近刊刊刊刊刊）））））
①ＢＲＩ　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　Ｎｏ．５
 『建設省建築研究所50周年国際シンポジウム－持続可能な都市実現のための建築研究』
②建築研究資料Ｎｏ．89
 『住宅を対象とした免震構法技術の開発』(山内　泰之、緑川　光正、飯場　正紀編)
－②についてのお申し込みは－
社団法人　建築研究振興協会
〒108　東京都港区芝5-26-20　建築会館５階
ＴＥＬ．03(3453) 1281
ＦＡＸ．03(3453) 0428

編集後記
　｢省資源・省エネルギー型国土建設技術の開発｣ は平成３年度から５年間をかけ行わ
れた建設省の総合技術開発プロジェクトである。開発当時、地球温暖化に関する政府間
パネルのレポートが脚光を浴び、政府の地球温暖化防止行動計画が策定されるなど、地
球環境問題への関心が急速に高まった時期にあった。｢省資源・省エネルギー｣ という
言葉自体は、70年代の石油危機の頃から使われていた言葉であり、ライフサイクルを
通したエネルギー評価についても一部では基礎的な研究が進められて来ていたのは事実
であるが、そうした考え方を実現するに当たっては計算に必要な個々のデータの不足
や、手法の骨格が曖昧であったりした。そのため、建築部材の生産に要する資源・エネ
ルギーの調査を多数の工業会を対象に行い、住宅等のエネルギー消費調査を全国的に
行った。今では、建築分野における地球環境問題への対応も定着したものとなり、ＩＳ
Ｏにおける環境影響評価の標準化、二酸化炭素排出量抑制を目的とした建築物の省エネ
ルギー基準強化など、着実な歩みが感じとられる。総プロが築いた枠組みをさらに有効
たらしめるには、部分的に足りないデータを今後も補い続けるとともに、定期的なメン
テナンスが必要であろう。(Ｔ．Ｓ．)

『『『『『構構構構構造造造造造複複複複複合合合合合実実実実実験験験験験棟棟棟棟棟』』』』』竣工竣工竣工竣工竣工
　平成８年12月に構造複合実験棟が竣工いたしました。本実験棟は構造関連の複合実験を目的としており、地震を想定して損傷を
加えた建築物の火災実験や、施工実験後の構造耐力実験などが効率よく実施出来るよう、可動上屋を有しているのが特徴です。
《建物概要》
   構　  造：鉄骨造、地上２階
   建築面積：604.54㎡
   延床面積：623.17㎡
   ２階面積：62.77㎡
   １階面積：560.40㎡


